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地球温暖化～地球温暖化～IPCCIPCC最新報告書～最新報告書～

●１．１℃～６．４℃上昇

●「２℃」が鍵

●２℃を超えるとどうなるのか？







地球温暖化の熱帯林への影響地球温暖化の熱帯林への影響

●２１００年にはアマゾンの森の３分の２が
 消滅し、砂漠に

●熱帯林は二酸化炭素排出源に

●現在３８０ppmの二酸化炭素濃度が、２０
 ９０年代には９８０ppmへ

●人類が放出しているすべての二酸化炭
 素の８年分を放出

（出典：

 
NHK「気候大異変」取材班＋江守正多編著『気候大異変』NHK出版、2006年）













各国の温室効果ガス排出量各国の温室効果ガス排出量
 

（（19901990／／20052005年の比較）年の比較）

●日本：
 

＋７％

●アメリカ：
 

＋１６％

●カナダ：
 

＋２５％

●オーストラリア：＋２６％

●メキシコ：
 

＋３０％

●OECD加盟国：
 

＋
 

９％
（出典：総務省統計局統計研修所『世界の統計2008』）





必要な資金と調達状況必要な資金と調達状況
●途上国の温暖化適応策：

２０３０年の時点で４９０～１７１０億ドル

（５兆円～１７兆円）

●２０００年
 

国連ミレニアム開発目標（MDGs）：

最低年間５００億ドル（５兆円）

●食糧対策：
 

年間１５０～２５０億ドル

（１兆５０００億円～２兆５０００億円）

●先進国のODAは停滞、日本は拠出量が５位ま
 で後退－７６．９億ドル（７７００億円）

⇒資金調達の見込みはほとんどない



地球温暖化の今後地球温暖化の今後

●すでに０．７４℃上昇

●２℃を超えるのは

２０２８年ごろ

ただし、

●２０５０年までに５０％以上削減すれば、
 ２℃程度に抑えられる

●日本は９０％以上削減が必要
（出典：

 
山本良一編『気候変動＋２℃』ダイヤモンド社、2006年、山本良一『温暖化

 地獄』ダイヤモンド社、2007年）



従来の発想を超えた従来の発想を超えた  
「「革新的な構想」革新的な構想」  

が必要が必要



↓↓  
グローバル・タックスグローバル・タックス  

国際連帯税国際連帯税



なぜ連帯「税」なのか？なぜ連帯「税」なのか？
●各国は、お金のある人から徴税し、貧しい人に再

 分配したり、税収を教育、医療、福祉に使うことで
 、さまざまな問題を解決し、社会を安定させてきた

●必要な財源を生み出す

●「グッズ減税、バッズ課税」：

・環境や社会に「よいもの」：
 

減税、免税、補助金

・環境や社会に「悪いもの」：
 

重い課税、課徴金

＜事例＞環境税制改革

環境への負荷を減らしながら、福祉を充実させ、企
 業の活力もそがずに、人を雇いやすくする

⇒一石四鳥



各国の温室効果ガス排出量各国の温室効果ガス排出量
 

（（19901990／／20052005年の比較）年の比較）

●ＥＵ：
 

－１％

●フィンランド：
 

－３％

●スウェーデン：
 

－７％

●デンマーク：
 
－７％

●イギリス：
 

－１５％

●ドイツ：
 

－１８％
（出典：総務省統計局統計研修所『世界の統計2008』）



各国の温室効果ガス排出量各国の温室効果ガス排出量
 

（（19901990／／20052005年の比較）年の比較）

●日本：
 

＋７％

●アメリカ：
 

＋１６％

●カナダ：
 

＋２５％

●オーストラリア：＋２６％

●メキシコ：
 

＋３０％

●OECD加盟国：
 

＋
 

９％
（出典：総務省統計局統計研修所『世界の統計2008』）



グローバル・タックスグローバル・タックス
●地球社会にはこのような仕組みがない→問題が解決さ

 れず、社会も不安定なまま

⇒これをグローバルに行う＝グローバル・タックス

＜定義＞

●グローバルなモノや活動に、グローバルに課税

●負の影響を抑制しつつ税収を上げ

●グローバル公共財の供給やグローバル公共善の実現た
 めに、税収をグローバルに再分配する税のシステム

※国際連帯税はグローバル・タックスの一形態

（出典：

 

Uemura, Takehiko (2007) “Exploring Potential of Global Tax: As a Cutting-Edge- 
Measure for Democratizing Global Governance”, International Journal of Public 
Affairs, Vo. 3, pp. 112-129.）



地球炭素税地球炭素税
●二酸化炭素排出に対して、その中に含まれ

 ている炭素の量に応じて、1トンいくらという
 形で税として徴収する仕組み

●税収：年間１２５０億ドル（１２兆５０００億円）

●宇沢の比例的炭素税

●スイスの地球炭素税



宇沢の比例的宇沢の比例的炭素税炭素税

●森林：
 

森林を伐採したときに、二酸化炭素
 の放出の増加に見合う炭素税をかけるとと
 もに、森林を育てたときには、大気中への二
 酸化炭素の排出量の減少に応じて、補助金
 を出す

●比例的：
 

税率をその国の一人当たりの国
 民所得に比例させる。たとえば、日本で含

 有炭素1トン当たり390ドルの炭素税をかけ
 るとき、アメリカでは1トン当たり436ドルとな
 り、インドネシアでは12.8ドル、フィリピンで

 は13.2ドルとなる



宇沢の比例的宇沢の比例的炭素税炭素税

●「大気安定化国際基金」：
 

各国政府が炭素税の
 税収から育林への補助金を差し引いた額の一定
 割合（たとえば5％）を基金に供託、途上国に分配。

 税収を熱帯雨林の保全、農村の維持、代替エネ
 ルギーの開発などに使う

⇒地球大気の安定化に役立つだけでなく、先進工業
 諸国と発展途上諸国との間の不公平を緩和すると
 いう点で効果的

（出典：宇沢弘文（2004a）「比例的炭素税、最も有効―世代間分配に配慮－途上国との調整

 が必要」（http://www.recycle-solution.jp/keizai20040215/keizai01.html）、宇沢弘

 文（2004b）「森林、コモンズ、社会的共通資本」同志社大学社会的共通資本研究センタ

 ー

 

ディスカッションペーパー、No. 4）

http://www.recycle-solution.jp/keizai20040215/keizai01.html


スイスのスイスの地球炭素税地球炭素税
●目的：

 
締約国が気候変動政策やプログラムを

 実施する資金、とりわけ途上国の適応策資金を
 捻出すること

●基本原則：
 

「共通だが差異ある責任」

●世界で統一的な炭素税の導入（世界共通炭素
 税）

●すべての化石燃料を対象に、二酸化炭素1トン
 当たり2ドルの税率で課税

●一人当たり二酸化炭素排出量が1.5トン以下の
 国々は課税を免除



スイスのスイスの地球炭素税地球炭素税
●税収はトータルで485億ドル（4兆8500億円）

●２つの基金

①低・中所得国における適応策支援のための多国間適応
 基金（MAF: Multilateral Adaptation Fund）

②国内の温暖化対策のための国内気候変動基金（NCCF: 
National Climate Change Funds）

●高所得国（一人当たり年間所得が20,000ドル以上）は税
 収の60%（140億ドル）をMAF、40％（94億ドル）をNCCFへ

●中所得国（一人当たり年間所得が15,000ドル以上
 20,000ドル以下）は税収の30％をMAF、70％をNCCFに

 納税

●一人当たり年間所得が15,000ドル以下で、一人当たり
 二酸化炭素排出量が1.5トン以上の低所得国は15％を
 MAF、85％をNCCFに納税



スイスのスイスの地球炭素税地球炭素税
一人当たり年間所得／
一人当たり二酸化炭素

 排出量

税収 MAF
への
拠出

NCCFとMAF 
から

得られる総額

高所得国 20,000ドル以上 234億
ドル

140億
ドル

94億ドル
(NCCFのみ)

中所得国 15,000ドル以上
20,000ドル以下

251億
ドル

44億
ドル 391億ドル

(NCCFとMAF 
の合計額)

低所得国

 ①

15,000ドル以下
1.5トン以上

低所得国

 ②

15,000ドル以下
1.5トン以下

免税 ゼロ

（出典：The Government of Swiss: Table S-1をもとに筆者作成）



グローバル・タックスの事例グローバル・タックスの事例
 ～航空券連帯税～～航空券連帯税～

●飛行機に乗れる「豊かな」人たちから徴税し、貧
 しい人々に再分配する

●ファースト/ビジネスクラス：10～40ユーロ

●エコノミークラス：1～4ユーロ

●エイズ、マラリア、結核という３大感染症の薬を
 安定的に購入し、治療へのアクセスを高める資
 金源

●2006年2月28日～3月1日

「革新的開発資金メカニズムに関するパリ会議」



パリ会議での成果パリ会議での成果

●９３ヶ国が参加

●フランスに加えて、ブラジル、チリ、ルクセンブル
 グ、ノルウェー、コンゴ、コートジボワール、韓国

 など１３ヶ国が航空券連帯税を実施することを表
 明⇒現在２８ヶ国に（実際に実施：９ヶ国）

●イギリス、スペイン、南アフリカ、ドイツ、オースト
 リア、インド、メキシコなど３８ヶ国が「開発資金の
 ための連帯税リーディング・グループ」を設立

 ⇒現在５５ヶ国に拡大



●現在

・フランス

・チリ

・コートジボワール

・モーリシャス

・コンゴ

・韓国

・マダガスカル

・ニジェール

・マリ

で実施

※さらに今後

１９ヶ国が実施予定



UNITAIDUNITAIDとは何か？とは何か？

●UNITAID（IDPF：国際医薬品購入ファシ
 リティー）

●２００６年９月１９日に設立

●目的：
 

安定した資金を用いて大量、か
 つ長期的に医薬品と診断薬を購入する
 ことで、これらの価格を低下させ、貧しい
 人々のエイズ、マラリア、結核の治療へ

 のアクセスを向上させること

（出典：UNITAID URL: http://www.unitaid.eu/en/）



UNITAIDUNITAIDの成果（の成果（20072007年度）年度）

HIV/AIDS マラリア 結核

パート
ナー

クリントン財団
WHO
UNICEF
グローバル・ファンド

グローバル・ファンド
WHO
UNICEF

ストップ結核パートナー

 シップ, 
グローバル・ドラッグ・フ

 ァシリティ, 
グローバル・ファンド

受益国数 53ヶ国 22ヶ国 58ヶ国

受益者 100,000人の子どものARV治療
65,000人の第2線ARV治療
122,000人の妊婦のARV治療

135万人のACT治療 866,000人の第1線治療
180,000人の子どもの治

 療
4,700人の多剤耐性治療

医薬品
価格の
低下

40％（小児用ARV）
25-50％（第2線ARV）

29％（ACT）* 20-30%（MDR-TB）*

註：*はUNITAID, 2007eより
（UNITAID, 2007d: 1をもとに筆者作成）





グローバル・タックスの種類グローバル・タックスの種類

●経済関係

・通貨取引税、通貨取引開発税（ＣＴＤＬ）

・多国籍企業課税
 

など

●環境関係

・地球炭素税

・天然資源税
 

など

●平和関係

・武器取引税
 

など

●保健・衛生関係

・航空券連帯税
 

など



どこに課税すべきか？①どこに課税すべきか？①
 ～巨大化するグローバル金融資本～～巨大化するグローバル金融資本～

●世界の実体経済の規模（２００３年）：

３６兆ドル（３,６００兆円）

●金融資本：
 

１３０兆ドル（１京３,０００兆円）

⇒実体経済の３．６倍

●金融資本の求めるものは「短期的利潤」

●企業であれ、国であれ、金融資本に逆らえない

●国債や株式が「売りを浴びせられる」

（出典：

 

佐久間智子（2002）「日本に住む私たちは、WTOをどう捉えたらよいのか」、スーザン・ジョ

 ージ（杉村昌昭訳）『WTO徹底批判！』作品社、107-118頁）



どこに課税すべきか？②どこに課税すべきか？②
 ～国際資金フローの増大～～国際資金フローの増大～

<e.g.>外国為替市場
１９７３年：

 
４兆ドル

１９８０年代：
 

４０兆ドル
２００７年：

 
７７０兆ドル（７京７,０００兆円）

⇒数々の通貨危機
１９９４年：

 
メキシコ・ペソ危機

１９９７年：
 

アジア通貨危機
１９９８年：

 
ロシア・ルーブル危機

１９９９年：
 

ブラジル通貨危機
２００１年：

 
アルゼンチン通貨危機・・・

⇒外国為替市場には税金がかかっていない





グローバル格差社会グローバル格差社会
●ニューヨークとロンドンの2~3千人の銀行

 員が毎年400億ドル（4兆2,000億円）の
 ボーナス

●上位20位までの金融市場のプロ（ヘッ
 ジ・ファンドや債券のマネージャー）が毎
 年120億ドル（1兆2,600億円）を獲得

●最も富裕な層1％が、世界のすべての富
 の40％を所有

（Source: Kapoor, Sony (2007)“A financial market solution to the 
problems of MDG funding gaps and growing inequality”, Speech at 
the 3rd Leading Group Conference in Seoul, 3-4 September 2007: 1）





通貨取引税通貨取引税

●外国為替市場でのあらゆる取引に課税

●通常の為替取引に対しては低い税率を
 かける一方、設定した変動幅を越える取
 引に対しては高率の税をかけ、投機を抑
 え込みつつ、一定の税収を確保する２段
 階課税

●税収：年間１０００億ドル（１０兆円）



通貨取引開発税（ＣＴＤＬ）通貨取引開発税（ＣＴＤＬ）
●通貨取引税を開発資金を得る目的に特化し、低い税率

 にして実現しやすくしたもの

●ある特定の通貨にかかわるすべての外国為替取引に、
 それが世界のどこで行われていようとも、0.005％の税

 を課すしくみ

●すべての国が一斉に実施しなくても、一国でも実施でき
 る

●技術的に実施が可能

●低税率のために市場を歪めない

●税収

・日本だけで実施：
 

５５．９億ドル（５６００億円）

・主要な国々が実施：３３４億ドル（３兆３４００億円）



「開発資金連帯税リーディング「開発資金連帯税リーディング
 

グループ」ソウル会議グループ」ソウル会議

●「違法な金融フロー」タスクフォースの創設

→ノルウェー、フランス、チリ、スペイン

●通貨取引開発税（ＣＴＤＬ）タスクフォース
 の創設を検討中

→オーストリア、ベルギー、ブラジル、フラン
 ス、チリ、ノルウェーなど



国際連帯税議員連盟国際連帯税議員連盟

●２００８年２月２８日に設立

●谷垣禎一、津島雄二など有力議員が超
 党派で参加

●目的：

①勉強会の開催、国会での議論

②リーディング・グループに加盟

③ＣＴＤＬタスク・フォースの議長国になる





第第11回勉強会参加者回勉強会参加者
●津島雄二（自民党税制調査会長、国際連帯

 税議員連盟会長）

●広中和歌子（民主党参議院議員、国際連帯
 税議員連盟副会長）

●犬塚直史（民主党参議院議員、国際連帯税
 議員連盟事務局長）

●古川元久（民主党衆議院議員）

●加藤修一（公明党参議院議員）

●川口順子（自民党衆議院議員）

●小池百合子（自民党衆議院議員）など





必要な資金と調達状況必要な資金と調達状況
●途上国の温暖化適応策：

２０３０年の時点で４９０～１７１０億ドル

（５兆円～１７兆円）

●２０００年
 

国連ミレニアム開発目標（MDGs）：

最低年間５００億ドル（５兆円）

●食糧対策：
 

年間１５０～２５０億ドル

（１兆５０００億円～２兆５０００億円）

●先進国のODAは停滞、日本は拠出量が５位ま
 で後退－７６．９億ドル（７７００億円）

⇒資金調達の見込みはほとんどない



どこに課税すべきか？①どこに課税すべきか？①
 ～巨大化するグローバル金融資本～～巨大化するグローバル金融資本～

●世界の実体経済の規模（２００３年）：

３６兆ドル（３,６００兆円）

●金融資本：
 

１３０兆ドル（１京３,０００兆円）

⇒実体経済の３．６倍

●金融資本の求めるものは「短期的利潤」

●企業であれ、国であれ、金融資本に逆らえない

●国債や株式が「売りを浴びせられる」

（出典：

 

佐久間智子（2002）「日本に住む私たちは、WTOをどう捉えたらよいのか」、スーザン・ジョ

 ージ（杉村昌昭訳）『WTO徹底批判！』作品社、107-118頁）



どこに課税すべきか？②どこに課税すべきか？②
 ～国際資金フローの増大～～国際資金フローの増大～

<e.g.>外国為替市場
１９７３年：

 
４兆ドル

１９８０年代：
 

４０兆ドル
２００７年：

 
７７０兆ドル（７京７,０００兆円）

⇒数々の通貨危機
１９９４年：

 
メキシコ・ペソ危機

１９９７年：
 

アジア通貨危機
１９９８年：

 
ロシア・ルーブル危機

１９９９年：
 

ブラジル通貨危機
２００１年：

 
アルゼンチン通貨危機・・・

⇒外国為替市場には税金がかかっていない



日本が通貨取引開発税を実施する意味日本が通貨取引開発税を実施する意味

●Global RichからGlobal Poorへ資金を再分配

・税収：
 

５５．９億ドル（５６００億円）
Cf. 日本のODA（2007）：

 
７６．９億ドル（７７００億円）

→ＯＤＡの７２．７％！

●主要な国々が実施すると：

３３４億ドル（３兆３４００億円）

⇒温暖化対策やＭＤＧsの
達成に大きく貢献

ＯＤＡ

ＭＤＧｓ

地球温暖化
対策基金



日本が通貨取引開発税を実施する意味日本が通貨取引開発税を実施する意味

●巨大化するグローバル金融をコントロール

⇒政治の復権

●グローバル・ガヴァナンス（地球的統治）を日本が
 リード

・地球の運営をともに行うことが真のリーダーシップ

←グローバル・タックスは地球的統治を促す

⇒もし日本がＣＴＤＬを実現させ、温暖化
 対策費用、ＭＤＧ達成費用を創出すれ
 ば、歴史的偉業！





自民党温暖化対策推進本部中間報告自民党温暖化対策推進本部中間報告
 ～国際連帯税の検討～～国際連帯税の検討～

●途上国における地球温暖化対策を推進されるためには、
 相当な規模の公的な資金が必要とされるが、先進国の

 ODAなど従来の財源をベースとした対応には限界がある
 。こうした地球規模の問題解決に必要な資金を確保する
 新たな仕組みとして、国際連帯税が注目される。

●具体的には、国際的な資金移動などに対して課税を行い
 、その税収を一定のルールの下に必要な対策の経費に

 充てるというものである。

（出典：

 
自由民主党（2008）『最先端の低炭素社会構築に向けて―来たるべき世代と

 地球のために―』（地球温暖化対策推進本部中間報告）、自由民主党政務調査会

 地球温暖化対策推進本部）



福田ビジョン福田ビジョン（（20082008年年66月月99日）日）

＜長期目標＞低炭素社会の実現

▽２０５０年までに二酸化炭素（ＣＯ２）排出量を現状か
 ら６０～８０％削減

＜税制改革＞

▽秋の税制改革で環境税の扱いを含めて税制全般を
 見直し、税制のグリーン化を推進

▽技術開発や途上国支援の財源として国際社会が連
 携した地球環境税のあり方を研究

＜課題＞

▽中期目標がない

▽環境税よりも排出量取引を導入しようとしている



地球規模の環境税で懇談会設置地球規模の環境税で懇談会設置
 環境省、途上国の対策支援環境省、途上国の対策支援

●環境省は２８日までに、航空機での移動などに課税、発
 展途上国の地球温暖化対策支援に充てる「地球環境税
 」の在り方などを検討する有識者懇談会を来月、設置す
 ることを決めた。

●地球環境税は、温暖化で被害が予想される途上国の適
 応策などの財源確保が目的。

●似た仕組みとして航空券に課税し、貧困国のエイズ対策
 支援などに充てる「航空券連帯税」と呼ばれる制度をフラ
 ンスなどが導入している。

●環境省の懇談会ではこうした海外の情報を収集し、地球
 環境保全の目的でこの種の税を導入する場合にどのよ

 うな形態が考えられるかを検討する。
（2008/07/28 共同通信）



上村千葉大大学院准教授が上村千葉大大学院准教授が
 通貨取引開発税を提案通貨取引開発税を提案――――環境省研究会環境省研究会

●環境省は9月5日、地球環境税等研究会の初会合を東京
 都港区の三田共用会議所で開催した。気候変動対策の

 ための途上国支援や技術開発等に必要な資金調達法に
 ついて検討するのが狙い。座長には、京都大学大学院

 の植田和弘教授を選定。

●会合では、千葉大学大学院の上村雄彦准教授が、外国
 為替市場に課税する通貨取引開発税を提案した。日本
 が実施した場合の税収は5,600億円の見込み。途上国
 の温暖化適応策には2030年時点で5兆～18兆円という
 巨額な資金が必要となるが、資金調達の見込みはほと
 んどない。全世界で通貨取引税を実施した場合、10兆円

 の税収が見込まれると指摘した。
（環境新聞、2008年9月11日）





世界から貧しさをなくす３０の方法世界から貧しさをなくす３０の方法



おカネで世界を変えるおカネで世界を変える３０の方法３０の方法



ALL YOU NEED IS GREENALL YOU NEED IS GREEN
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